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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一次巻線を備える固定子と二次巻線を備える回転子とを有する二次励磁誘導発電機と、
　前記回転子を駆動する駆動源と、
　交流側が前記一次巻線に接続された第一電力変換機と、
　交流側が前記二次巻線に接続された第二電力変換機と、
　前記第一電力変換機の直流側と前記第二電力変換機の直流側とを接続する直流部に接続
された蓄電装置と、
　前記一次巻線と電力負荷とを選択的に接続する切替スイッチと、を備えた発電システム
の制御方法であって、
　前記駆動源として、回転速度を調整自在なエンジンが備えられ、
　前記エンジンを所定の目標回転速度で駆動するとともに、外部の電力系統からの電力の
供給を受けることなく、前記蓄電装置からの電力供給により、前記電力負荷に所望の目標
周波数の出力電力を供給する自立運転に関して、
　前記切替スイッチが開状態とされ前記一次巻線が前記電力負荷に接続されていない無負
荷状態において前記エンジンにより前記回転子を駆動するとともに、前記第一電力変換機
により前記一次巻線を励磁する一次側励磁工程と前記第二電力変換機により前記二次巻線
を励磁する二次側励磁工程との双方を実行し、前記二次励磁誘導発電機の一次側に発生す
る一次側電圧を目標電圧値とする一次側電圧確立工程を実行し、前記一次側電圧確立工程
では、前記一次側励磁工程として、前記第一電力変換機から前記一次巻線に無効電力を供
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給し、
　前記一次側電圧確立工程を行った後に、前記無負荷状態で、前記エンジンを前記目標回
転速度よりも速い無負荷時回転速度で駆動するとともに、前記一次巻線の出力電力を前記
目標周波数の出力電力に制御する待機運転工程を実行し、
　その後、前記切替スイッチを閉状態として前記一次巻線を前記電力負荷に接続する負荷
接続工程を実行する発電システムの制御方法。
【請求項２】
　前記一次側電圧確立工程は、前記二次側励磁工程により前記一次側電圧を前記目標電圧
値まで昇圧させる昇圧工程を実行した後、前記一次側励磁工程を開始する、遅延型一次側
電圧確立工程であり、
　前記遅延型一次側電圧確立工程では、前記昇圧工程の後、前記一次側電圧を前記目標電
圧値に維持した状態で、前記第一電力変換機から前記一次巻線に供給される無効電力を増
加させるとともに、前記第二電力変換機から前記二次巻線に供給される電力を減少させる
請求項１記載の発電システムの制御方法。
【請求項３】
　前記無負荷時回転速度が、前記エンジンの最大回転速度、又は、前記無負荷状態から前
記切替スイッチを閉状態として前記電力負荷に接続した場合の出力電力の周波数の低下を
目標の範囲に収めることが可能な回転速度以上かつ前記最大回転速度以下の回転速度、の
いずれかに設定される請求項１又は２に記載の発電システムの制御方法。
【請求項４】
　前記電力負荷にて消費する全電力に対して前記一次巻線に接続する前記電力負荷の接続
負荷電力の割合である負荷率が設定負荷率未満の場合には、前記負荷率の増加に応じて速
くなる回転速度に前記無負荷時回転速度を設定し、前記負荷率が前記設定負荷率以上の場
合には、前記無負荷時回転速度を前記エンジンの最大回転速度に設定する請求項１～３の
いずれか一項に記載の発電システムの制御方法。
【請求項５】
　一次巻線を備える固定子と二次巻線を備える回転子とを有する二次励磁誘導発電機と、
　前記回転子を駆動する駆動源と、
　交流側が前記一次巻線に接続された第一電力変換機と、
　交流側が前記二次巻線に接続された第二電力変換機と、
　前記第一電力変換機の直流側と前記第二電力変換機の直流側とを接続する直流部に接続
された蓄電装置と、
　前記一次巻線と電力負荷とを選択的に接続する切替スイッチと、を備えた発電システム
の制御装置であって、
　前記駆動源として、回転速度を調整自在なエンジンが備えられ、
　前記エンジンを所定の目標回転速度で駆動するとともに、外部の電力系統からの電力の
供給を受けることなく、前記蓄電装置からの電力供給により、前記電力負荷に所望の目標
周波数の出力電力を供給する自立運転を行う自立運転制御部が備えられ、
　前記自立運転制御部が、
　前記切替スイッチが開状態とされ前記一次巻線が前記電力負荷に接続されていない無負
荷状態において前記エンジンにより前記回転子を駆動するとともに、前記第一電力変換機
により前記一次巻線を励磁する一次側励磁工程と前記第二電力変換機により前記二次巻線
を励磁する二次側励磁工程との双方を実行し、前記一次側励磁工程として、前記第一電力
変換機から前記一次巻線に無効電力を供給し、前記二次励磁誘導発電機の一次側に発生す
る一次側電圧を目標電圧値とする一次側電圧確立工程を実行する一次側電圧確立部と、
　前記無負荷状態で、前記エンジンを前記目標回転速度よりも速い無負荷時回転速度で駆
動するとともに、前記一次巻線の出力電力を前記目標周波数の出力電力に制御する待機運
転工程を実行する待機運転制御部と、
　前記切替スイッチを閉状態として前記一次巻線を前記電力負荷に接続する負荷接続工程
を実行する負荷接続制御部とを備える発電システムの制御装置。
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【請求項６】
　前記一次側電圧確立部が実行する一次側電圧確立工程は、前記二次側励磁工程により前
記一次側電圧を前記目標電圧値まで昇圧させる昇圧工程を実行した後、前記一次側励磁工
程を開始する、遅延型一次側電圧確立工程であり、
　前記遅延型一次側電圧確立工程では、前記昇圧工程の後、前記一次側電圧を前記目標電
圧値に維持した状態で、前記第一電力変換機から前記一次巻線に供給される無効電力を増
加させるとともに、前記第二電力変換機から前記二次巻線に供給される電力を減少させる
、請求項５記載の発電システムの制御装置。
【請求項７】
　前記待機運転制御部が、前記無負荷時回転速度を、前記エンジンの最大回転速度、又は
、前記無負荷状態から前記切替スイッチを閉状態として前記電力負荷に接続した場合の出
力電力の周波数の低下を目標の範囲に収めることが可能な回転速度以上かつ前記最大回転
速度以下の回転速度、のいずれかに設定して前記待機運転工程を実行する請求項５又は６
に記載の発電システムの制御装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、一次巻線を備える固定子と二次巻線を備える回転子とを有する二次励磁誘導
発電機と、前記回転子を駆動する駆動源と、交流側が前記一次巻線に接続された第一電力
変換機と、交流側が前記二次巻線に接続された第二電力変換機と、前記第一電力変換機の
直流側と前記第二電力変換機の直流側とを接続する直流部に接続された蓄電装置と、前記
一次巻線と電力負荷とを選択的に接続する切替スイッチと、を備えた発電システムの制御
方法及びその制御装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、風力発電や揚水式発電のような、発電機に入力される軸入力回転速度が変化
する駆動源を、軸入力回転速度に対し出力電力の周波数を変化させることができる二次励
磁誘導発電機とともに用いることで、出力電力の周波数を目標周波数（５０〔Ｈｚ〕又は
６０〔Ｈｚ〕）に制御できる発電システムが提案されている（例えば特許文献１参照）。
この特許文献１では、二次励磁誘導発電機を風力発電や揚水式発電に用いる発電システム
が開示されているだけであるが、例えば、二次励磁誘導発電機の回転子を駆動する駆動源
としてエンジンを用いることができれば、出力電力の周波数を目標周波数（５０〔Ｈｚ〕
又は６０〔Ｈｚ〕）に制御できながら、エンジンの回転速度を自由に選択でき、発電効率
の向上を図ることができる。
【０００３】
　一方、従来、発電機の駆動源をエンジンとする発電システムとして、発電機に同期発電
機を用いたエンジンコージェネレーションシステムが知られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００９－２７７６６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　同期発電機を用いたエンジンコージェネレーションシステムでは、出力電力の周波数が
駆動源のエンジン回転速度に影響されるため、駆動源であるガスエンジンを電力系統の系
統周波数に同期した一定の回転速度で運転する必要がある。例えば、系統周波数が６０Ｈ
ｚのエリアでは、同期発電機の極数に応じて、６０Ｈｚの整数分の１である９００ｒｐｍ
（１５Ｈｚ）、１２００ｒｐｍ（２０Ｈｚ）、１８００ｒｐｍ（３０Ｈｚ）といった離散
的な回転速度で運転する必要がある。従って、エンジンコージェネレーションシステムで
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は、同期発電機で目標周波数（５０〔Ｈｚ〕又は６０〔Ｈｚ〕）を出力するためのエンジ
ンの回転速度が一定の回転速度に制約されるため、出力を定格から低下させる際に、発電
効率が大きく低下することになる。
【０００６】
　また、発電システムとして、エンジンコージェネレーションシステムを用いる場合には
、電力系統から電力の供給を受けない状態においても、電力負荷に対して電力を供給自在
とする非常用電源として自立運転できることが重要である。自立運転では、電力負荷に対
して所望の目標周波数の出力電力を供給するために、エンジンを所定の目標回転速度で駆
動させた後、電力負荷に接続して、電力負荷に目標周波数の出力電力を供給する。
　ここで、エンジンコージェネレーションシステムを電力負荷に接続する場合、エンジン
への負荷が増大することから、一時的にエンジンの回転速度が低下する。そして、このよ
うなエンジン回転速度の低下に伴い、出力電力の周波数が低下するという問題点があった
。
【０００７】
　図７及び図８を参照して、上記問題点を説明する。図７は、発電機を同期発電機とする
従来の発電システムにおいて、自立運転状態の発電システムを電力負荷に接続したときの
ガスエンジンの回転速度の変動を示すグラフ図である。
【０００８】
　図７（Ａ）では、発電システムは、電力負荷に接続されておらず、且つ、自立運転を行
っている、いわゆる無負荷状態にある。（Ａ）では、ガスエンジンは目標回転速度（例え
ば定格回転速度）の１２００ｒｐｍで駆動されている。（Ｂ）で発電システムを電力負荷
に接続すると、エンジンの負荷の増大により、エンジン回転速度は一時的に１０５０ｒｐ
ｍまで低下する。そしてその後、暫くの増減を経て、やがて目標回転速度に収束する（Ｃ
）。
【０００９】
　そして、図８が、発電機を同期発電機とする発電システムにおいて、エンジン回転速度
が図７のように変動した場合の出力電力の周波数の変動を示すグラフ図である。
【００１０】
　発電システムの出力電力の周波数は、発電機を駆動するエンジン回転速度の影響を受け
る。ここで、図８に示すように、電力負荷接続前の（Ａ）では、ガスエンジンが目標回転
速度１２００ｒｐｍで安定的に駆動されていることから、出力電力も目標周波数（６０Ｈ
ｚ）で安定的に供給することができる。しかし、（Ｂ）で電力負荷が接続され、エンジン
への負荷の増大により、エンジンの回転速度が低下すると、それに伴って出力電力の周波
数も低下する。その後、ガスエンジンの回転速度が変動すると、出力電力の周波数も同様
に変動する（Ｃ）。
【００１１】
　上記のように出力電力の周波数が大きく変動することは、接続される電力負荷にとって
好ましくないことから、発電システムに接続できる電力負荷の大きさ（以下「負荷投入量
」とする）の上限が制限されてしまい、自立運転時に接続される電力負荷を大きくするこ
とができず、非常用電源としての価値が低下することになる。一方、大きな電力負荷に接
続できるようにするためには、発電システムとして、その電力負荷を賄うだけの過剰な容
量を有するものとしなければならず、設備の大型化及び設備費用の増大が問題となる。
【００１２】
　本発明は上記の課題に鑑みてなされたものであり、その目的は、発電効率の低下を防止
しながら、自立運転時に電力負荷に接続する際に、出力電力の周波数が低下するのを防止
することが可能な発電システムの制御方法及び制御装置を提供する点にある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記目的を達成するための本発明に係る発電システムの制御方法の第１特徴構成は、一
次巻線を備える固定子と二次巻線を備える回転子とを有する二次励磁誘導発電機と、前記
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回転子を駆動する駆動源と、交流側が前記一次巻線に接続された第一電力変換機と、交流
側が前記二次巻線に接続された第二電力変換機と、前記第一電力変換機の直流側と前記第
二電力変換機の直流側とを接続する直流部に接続された蓄電装置と、前記一次巻線と電力
負荷とを選択的に接続する切替スイッチと、を備えた発電システムの制御方法であって、
前記駆動源として、回転速度を調整自在なエンジンが備えられ、前記エンジンを所定の目
標回転速度で駆動するとともに、外部の電力系統からの電力の供給を受けることなく、前
記蓄電装置からの電力供給により、前記電力負荷に所望の目標周波数の出力電力を供給す
る自立運転に関して、前記切替スイッチが開状態とされ前記一次巻線が前記電力負荷に接
続されていない無負荷状態において前記エンジンにより前記回転子を駆動するとともに、
前記第一電力変換機により前記一次巻線を励磁する一次側励磁工程と前記第二電力変換機
により前記二次巻線を励磁する二次側励磁工程との双方を実行し、前記二次励磁誘導発電
機の一次側に発生する一次側電圧を目標電圧値とする一次側電圧確立工程を実行し、前記
一次側電圧確立工程では、前記一次側励磁工程として、前記第一電力変換機から前記一次
巻線に無効電力を供給し、前記一次側電圧確立工程を行った後に、前記無負荷状態で、前
記エンジンを前記目標回転速度よりも速い無負荷時回転速度で駆動するとともに、前記一
次巻線の出力電力を前記目標周波数の出力電力に制御する待機運転工程を実行し、その後
、前記切替スイッチを閉状態として前記一次巻線を前記電力負荷に接続する負荷接続工程
を実行する点にある。
【００１４】
　また、上記目的を達成するための本発明に係る発電システムの制御装置の第１特徴構成
は、一次巻線を備える固定子と二次巻線を備える回転子とを有する二次励磁誘導発電機と
、前記回転子を駆動する駆動源と、交流側が前記一次巻線に接続された第一電力変換機と
、交流側が前記二次巻線に接続された第二電力変換機と、前記第一電力変換機の直流側と
前記第二電力変換機の直流側とを接続する直流部に接続された蓄電装置と、前記一次巻線
と電力負荷とを選択的に接続する切替スイッチと、を備えた発電システムの制御装置であ
って、前記駆動源として、回転速度を調整自在なエンジンが備えられ、前記エンジンを所
定の目標回転速度で駆動するとともに、外部の電力系統からの電力の供給を受けることな
く、前記蓄電装置からの電力供給により、前記電力負荷に所望の目標周波数の出力電力を
供給する自立運転を行う自立運転制御部が備えられ、前記自立運転制御部が、前記切替ス
イッチが開状態とされ前記一次巻線が前記電力負荷に接続されていない無負荷状態におい
て前記エンジンにより前記回転子を駆動するとともに、前記第一電力変換機により前記一
次巻線を励磁する一次側励磁工程と前記第二電力変換機により前記二次巻線を励磁する二
次側励磁工程との双方を実行し、前記一次側励磁工程として、前記第一電力変換機から前
記一次巻線に無効電力を供給し、前記二次励磁誘導発電機の一次側に発生する一次側電圧
を目標電圧値とする一次側電圧確立工程を実行する一次側電圧確立部と、前記無負荷状態
で、前記エンジンを前記目標回転速度よりも速い無負荷時回転速度で駆動するとともに、
前記一次巻線の出力電力を前記目標周波数の出力電力に制御する待機運転工程を実行する
待機運転制御部と、前記切替スイッチを閉状態として前記一次巻線を前記電力負荷に接続
する負荷接続工程を実行する負荷接続制御部とを備える点にある。
【００１５】
　上記の特徴構成によれば、駆動源として、回転速度を調整自在なエンジンを備えている
ので、二次励磁誘導発電機を用いるとともに、その発電機の駆動源として、エンジンを用
いるシステムとすることができる。したがって、第二電力変換機の作動等を制御すること
で、二次励磁誘導発電機の軸入力回転速度に対し出力電力の周波数を変化させることがで
きるため、出力電力の周波数を目標周波数（５０〔Ｈｚ〕又は６０〔Ｈｚ〕）に制御しな
がら、エンジンの回転速度を自由に選択することができる。ひいては発電効率の向上を図
ることができる。
　また、上記の特徴構成によれば、自立運転において、まず一次側電圧確立工程、次に待
機運転工程を行った後、負荷接続工程を行うので、一次巻線を電力負荷に接続する負荷接
続工程を行う際には、エンジンの回転速度を目標回転速度よりも速い無負荷時回転速度に
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設定する（なお、発電機に二次励磁誘導発電機を採用しているため、二次側励磁工程によ
り軸入力回転速度に対し出力電力の周波数を変化させることができ、エンジン回転速度を
無負荷時回転速度に設定した場合でも、出力電力の周波数を所定の目標周波数に制御する
ことができる）。そして、エンジン回転速度を無負荷時回転速度に設定し、エンジンのフ
ライホイールに運動エネルギーを蓄えておくことで、電力負荷接続時のエンジン回転速度
の大幅な低下を抑制し、出力電力の周波数の変動を抑えることができる。
　すなわち、上記特徴構成によれば、二次励磁誘導発電機の特性を活用しながら、自立運
転時において、電力負荷に接続する際の出力電力の周波数の低下を抑制できる。そして、
この周波数の低下の抑制は、出力電力の周波数を短時間で目標周波数を収束させることに
寄与する。その結果、発電効率の低下を防止しながら出力電力の周波数の低下を防止する
ことが可能となるため、より大きな電力負荷に接続することが可能となり、非常用電源と
しての価値が向上する。
【００１６】
　また上記の特徴構成によれば、発電システムの自立起動時において、二次励磁型誘導発
電機を運転するのに必要な電力を、第二電力変換機だけでなく第一電力変換機からも無効
電力として供給する。これにより、第一電力変換機から一次巻線に供給する無効電力の大
きさに応じて、第二電力変換機から二次巻線に供給する電力を低減することができ、第二
電力変換機から二次巻線に供給される電力が過大になることを抑制できる。
　従って、過大な供給電力に耐え得る性能の素子や装置構成を採用する必要がなくなるた
め、発電システムの設備コストの増大や発電システムを構成する装置の大型化を抑制する
ことができる。
【００１７】
　本発明に係る発電システムの制御方法の第２特徴構成は、前記制御方法の第１特徴構成
において、前記一次側電圧確立工程は、前記二次側励磁工程により前記一次側電圧を前記
目標電圧値まで昇圧させる昇圧工程を実行した後、前記一次側励磁工程を開始する、遅延
型一次側電圧確立工程であり、前記遅延型一次側電圧確立工程では、前記昇圧工程の後、
前記一次側電圧を前記目標電圧値に維持した状態で、前記第一電力変換機から前記一次巻
線に供給される無効電力を増加させるとともに、前記第二電力変換機から前記二次巻線に
供給される電力を減少させる点にある。
【００１８】
　また本発明に係る発電システムの制御装置の第２特徴構成は、前記制御装置の第１特徴
構成において、前記一次側電圧確立工程は、前記二次側励磁工程により前記一次側電圧を
前記目標電圧値まで昇圧させる昇圧工程を実行した後、前記一次側励磁工程を開始する、
遅延型一次側電圧確立工程であり、前記遅延型一次側電圧確立工程では、前記昇圧工程の
後、前記一次側電圧を前記目標電圧値に維持した状態で、前記第一電力変換機から前記一
次巻線に供給される無効電力を増加させるとともに、前記第二電力変換機から前記二次巻
線に供給される電力を減少させる点にある。
【００１９】
　上記の特徴構成によれば、発電システムの自立起動において、一次側電圧が目標電圧値
に達した後に第一電力変換機による一次巻線の励磁が開始されるため、一次側電圧確立工
程（一次側電圧確立処理）に要する時間の短縮を図ることができる。なお、一次側電圧が
目標電圧値に達してから第一電力変換機による一次巻線の励磁が開始されるまでの間に、
第二電力変換機から二次巻線に供給される電力が過大になる可能性がある。しかし、例え
当該電力が過大になったとしても、第一電力変換機による一次巻線の励磁が開始されると
、第一電力変換機から一次巻線に供給される無効電力の増加とともに第二電力変換機から
二次巻線に供給される電力が減少されるため、そのような状態が長く続くことは回避され
る。よって、当該構成においても、第二電力変換機から二次巻線に供給される電力が過大
になるのを抑制することができる。
【００２０】
　本発明に係る発電システムの制御方法の第３特徴構成は、前記制御方法の第１又は第２
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特徴構成において、前記無負荷時回転速度が、前記エンジンの最大回転速度、又は、前記
無負荷状態から前記切替スイッチを閉状態として前記電力負荷に接続した場合の出力電力
の周波数の低下を目標の範囲に収めることが可能な回転速度以上かつ前記最大回転速度以
下の回転速度、のいずれかに設定される点にある。
【００２１】
　また、本発明に係る発電システムの制御装置の第３特徴構成は、前記制御装置の第１又
は第２特徴構成において、前記待機運転制御部が、前記無負荷時回転速度を、前記エンジ
ンの最大回転速度、又は、前記無負荷状態から前記切替スイッチを閉状態として前記電力
負荷に接続した場合の出力電力の周波数の低下を目標の範囲に収めることが可能な回転速
度以上かつ前記最大回転速度以下の回転速度、のいずれかに設定して前記待機運転工程を
実行する点にある。
【００２２】
　上記の特徴構成によれば、無負荷状態時（待機運転工程時）のエンジン回転速度を、エ
ンジンの機械的制約を踏まえた上で、電力負荷接続時の出力電力の周波数の低下を抑制で
きる。或いは、電力負荷接続時の出力電力の周波数の低下を、できる限り目標の範囲に収
めることが可能な回転速度に設定することができる。また、上記の設定によれば、待機運
転工程で要求される無負荷時回転速度が過度に大きな速度とならないため、設備の大型化
を極力抑えることができる。
【００２３】
　本発明に係る発電システムの制御方法の第４特徴構成は、前記制御方法の第１～第３特
徴構成において、前記電力負荷にて消費する全電力に対して前記一次巻線に接続する前記
電力負荷の接続負荷電力の割合である負荷率が設定負荷率未満の場合には、前記負荷率の
増加に応じて速くなる回転速度に前記無負荷時回転速度を設定し、前記負荷率が前記設定
負荷率以上の場合には、前記無負荷時回転速度を前記エンジンの最大回転速度に設定する
点にある。
【００２４】
　上記の特徴構成によれば、無負荷状態時（待機運転工程時）のエンジン回転速度を、接
続する電力負荷の大きさに応じた適切な回転速度に設定することができる。
　すなわち、前記電力負荷にて消費する全電力に対して前記一次巻線に接続する前記電力
負荷の接続負荷電力の割合である負荷率が設定負荷率未満の場合には、エンジンの機械的
制約である最大回転速度未満のエンジン回転速度で電力負荷接続時の出力電力の周波数の
低下を目標の範囲に収めることできるため、無負荷時回転速度を当該回転速度に設定する
。
　一方、負荷率が設定負荷率以上の場合は、電力負荷接続時の出力電力の周波数の低下を
目標の範囲に収めるためには最大回転速度以上の回転速度が要求されるため、エンジンの
機械的制約を踏まえ、無負荷時回転速度を最大回転速度に設定する。
　無負荷時回転速度の設定をこのように行うことで、発電システムの大型化を極力抑えつ
つ、電力負荷接続時の出力電力の周波数の低下を、できる限り目標の範囲に抑えることが
できる。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】二次励磁誘導発電機を用いた発電システムの概略構成図
【図２】本発明に係る発電システムの制御装置の制御ブロック図
【図３】本発明に係る発電システムの自立運転の制御を示すフロー図
【図４】本発明に係る発電システムのガスエンジン回転速度の制御を示すグラフ図
【図５】本発明に係る発電システムの出力電力の周波数の変動を示すグラフ図
【図６】負荷率と好適なガスエンジンの無負荷時回転速度の関係を示すグラフ図
【図７】同期発電機を用いた発電システムのエンジン回転速度の変動を示すグラフ図
【図８】同期発電機を用いた発電システムの出力電力の周波数の変動を示すグラフ図
【発明を実施するための形態】
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【００２６】
　本発明に係る発電システムの制御装置（制御方法）の実施形態について図面に基づいて
説明する。なお、本発明は以下に説明する実施形態や図面に記載される構成に限定される
ものではなく、同様の作用効果を奏する構成であれば種々の改変が可能である。
【００２７】
１．発電システムの全体構成
　図１は、本実施形態に係る制御装置１００（図２参照）の制御対象となる発電システム
１を示す。この発電システム１は、二次励磁誘導発電機（二重給電巻線型誘導発電機）２
と、ガスエンジン３と、第一電力変換機１１と、第二電力変換機１２と、蓄電装置５と、
第一スイッチ２１と、第二スイッチ２２と、第三スイッチ２３とを備えている。そして、
二次励磁誘導発電機２は、電力系統（商用電力系統）４と同じ周波数（例えば、５０［Ｈ
ｚ］や６０［Ｈｚ］）の電力（三相の交流電力）を発電し、当該電力を、電力を消費する
負荷７や電力系統４に供給することが可能に構成されている。なお、負荷７としては、例
えば、冷暖房設備が備える室内機や室外機、或いは電灯等がある。本実施形態では、第三
スイッチ２３及び負荷７が、それぞれ、本発明における「切替スイッチ」及び「電力負荷
」に相当する。
【００２８】
　発電システム１は、電力系統４から電力の供給を受けた状態でシステムを起動すること
が可能であるとともに、電力系統４から電力の供給を受けていない状態（第二スイッチ２
２が開状態とされる状態）においても、蓄電装置５から供給される電力によりシステムを
起動（自立起動）することが可能に構成されている。
【００２９】
　二次励磁誘導発電機２は、一次巻線（図示せず）を備える固定子２ｂ（ステータ）と、
二次巻線（図示せず）を備える回転子２ａ（ロータ）と、を有している。固定子２ｂが備
える一次巻線は、第一スイッチ２１及び第二スイッチ２２を介して電力系統４に接続され
ている。また、固定子２ｂが備える一次巻線は、第一スイッチ２１及び第三スイッチ２３
を介して負荷７にも接続されている。一方、回転子２ａが備える二次巻線は、フィルタ回
路１０、第二電力変換機１２、直流部１３、第一電力変換機１１、フィルタ回路１０、変
圧器６、及び第二スイッチ２２を介して電力系統４に接続されている。また、回転子２ａ
が備える二次巻線は、フィルタ回路１０、第二電力変換機１２、直流部１３、第一電力変
換機１１、フィルタ回路１０、変圧器６、及び第三スイッチ２３を介して負荷７にも接続
されている。
【００３０】
　以下の説明では、固定子２ｂが備える一次巻線側を「二次励磁誘導発電機の一次側」と
し、回転子２ａが備える二次巻線側を「二次励磁誘導発電機の二次側」とする。よって、
二次励磁誘導発電機２の一次側に発生する電力（電圧、電流）の周波数が、負荷７や電力
系統４に供給される電力の周波数となる。
【００３１】
　ガスエンジン３は、二次励磁誘導発電機２の回転子２ａに機械的に連結されており、当
該回転子２ａを回転駆動する。ガスエンジン３の出力軸は、本例では、回転子２ａと一体
回転するように直結されており、ガスエンジン３の回転速度と回転子２ａの回転速度とは
等しくなる。なお、ガスエンジン３の出力軸と回転子２ａとの間に、歯車機構を設ける構
成とすることもできる。ガスエンジン３は都市ガスを燃料とするエンジンであり、本例で
は、電力に加えて別途需要のある熱を並行して供給することができるコジェネレーション
設備の一角を担っている。本発明では、このようなガスエンジン３として、例えば、定格
出力が１［ｋＷ］、数十［ｋＷ］、或いは数［ＭＷ］等のものを採用することができる。
【００３２】
　第一電力変換機１１は、交流側（図１における右側）が第一スイッチ２１を介して二次
励磁誘導発電機２の固定子２ｂ（一次巻線）に接続されているとともに、第二スイッチ２
２を介して電力系統４に接続されており、更に第三スイッチ２３を介して負荷７に接続さ
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れている。また、第一電力変換機１１は、直流側（図１における左側）が直流部１３に接
続されている。第二電力変換機１２は、交流側（図１における左側）が二次励磁誘導発電
機２の回転子２ａ（二次巻線）に接続されている。また、第二電力変換機１２は、直流側
（図１における右側）が直流部１３に接続されている。そして、これらの第一電力変換機
１１及び第二電力変換機１２のそれぞれは、直流側の直流電力を交流電力に変換（逆変換
）して交流側に供給するインバータとしての機能と、交流側の交流電力を直流電力に変換
（順変換）して直流側に供給するコンバータとしての機能と、の双方を果たすことが可能
に構成されている。
【００３３】
　このような第一電力変換機１１や第二電力変換機１２は、複数（例えば６個）のスイッ
チング素子を備えて構成される。スイッチング素子としては、ＭＯＳＦＥＴ（metal oxid
e semiconductor field effect transistor）やＩＧＢＴ（insulated gate bipolar tran
sistor）等の種々の構造のパワートランジスタを採用することができる。そして、第一電
力変換機１１や第二電力変換機１２にはＰＷＭ（pulse width modulation：パルス幅変調
）信号が入力され、当該ＰＷＭ信号に基づきスイッチング素子がスイッチング動作（オン
オフ動作）を行う。なお、第一電力変換機１１や第二電力変換機１２を作動させるための
ＰＷＭ信号は、制御装置１００により生成される（図２参照）。
【００３４】
　図１に示すように、第一電力変換機１１の交流側及び第二電力変換機１２の交流側の双
方には、インダクタンスとコンデンサとからなるフィルタ回路１０が設けられている。こ
のフィルタ回路１０は、スイッチング素子のスイッチングにより発生した高周波成分を除
去するフィルタであり、このフィルタ回路１０により、第一電力変換機１１や第二電力変
換機１２からの出力電圧波形が正弦波状に変換される。
【００３５】
　また、図１に示すように、第一電力変換機１１の交流側に設けられたフィルタ回路１０
より二次励磁誘導発電機２側（電力系統４側）には、変圧器６が設けられている。以下の
説明では、「変圧器の一次側」は、変圧器６の第一電力変換機１１側（図２における符号
「＃１」を付した側）を指し、「変圧器の二次側」は、変圧器６の二次励磁誘導発電機２
側（電力系統４側、図２における符号「＃２」を付した側）を指す。
【００３６】
　直流部１３は、第一電力変換機１１の直流側と第二電力変換機１２の直流側とを接続す
る部分である。直流部１３にはキャパシタ８が備えられているとともに、蓄電装置５が接
続されている。蓄電装置５は、発電システム１の自立起動時に必要となる電力を供給する
。また、蓄電装置５を利用して、負荷７や電力系統４に供給される電力の変動を抑えるこ
とも可能である。蓄電装置５は、例えば、蓄電池や電気二重層キャパシタ等で構成され、
直流部１３に対して電力を供給して放電すること、及び直流部１３から電力の供給を受け
て充電することが可能に構成される。なお、蓄電装置５と直流部１３との間にスイッチを
介在させることもできる。
【００３７】
　第一スイッチ２１は、二次励磁誘導発電機２の固定子２ｂ（一次巻線）と第一電力変換
機１１とを選択的に接続する。第二スイッチ２２は、電力系統４と第一電力変換機１１と
を選択的に接続する。第一スイッチ２１は、第二スイッチ２２と協働して、二次励磁誘導
発電機２の固定子２ｂ（一次巻線）と電力系統４とを選択的に接続するとともに、第三ス
イッチ２３と協働して、二次励磁誘導発電機２の固定子２ｂ（一次巻線）と負荷７とを選
択的に接続する。また、第二スイッチ２２は、第三スイッチ２３と協働して、電力系統４
と負荷７とを選択的に接続する。
【００３８】
　第一スイッチ２１、第二スイッチ２２、及び第三スイッチ２３のそれぞれは、制御装置
１００のスイッチ制御部１０４（図示せず）が生成する開閉信号に基づき開閉制御される
。これらのスイッチは、例えば、電磁石の動作によって開閉する電磁接触型のスイッチ等
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とすることができる。
【００３９】
　以上のような構成を備えた発電システム１は、発電電力の周波数（電圧、電流の周波数
）に関して自由度の高いシステムとなっている。詳細な説明は省略するが（詳細について
は、例えば上記特許文献１参照）、発電システム１の発電電力の出力電力の周波数（二次
励磁誘導発電機２の一次側に誘起される一次側電圧ｖ１（図４参照）の周波数）をｆ１と
し、回転子２ａの回転周波数をｆ０とし、回転子２ａの二次巻線を励磁するために当該二
次巻線に供給される交流電流（交流電圧）の周波数をｆ２とすると、「ｆ１＝ｆ０＋ｆ２
」となる。
　ここで、回転子２ａの回転周波数ｆ０は、回転子２ａの回転速度をｍ［ｒｐｍ］とし、
二次励磁誘導発電機２の磁極数をｎとして、「ｆ０＝ｍ×ｎ／１２０」から求まる。
【００４０】
　例えば、回転子２ａの回転速度が１１００［ｒｐｍ］であり、二次励磁誘導発電機２の
磁極数が「６」の場合には、回転子２ａの回転周波数ｆ０は５５［Ｈｚ］となる。よって
、この場合に、第二電力変換機１２を制御して二次巻線に周波数が５［Ｈｚ］の交流電流
（交流電圧）を供給すれば（ｆ２＝５［Ｈｚ］）、周波数が目標周波数である６０［Ｈｚ
］の交流電力を得ることができる。また、逆に、第二電力変換機１２を制御して二次巻線
から周波数が５［Ｈｚ］の交流電流（交流電圧）を取り出せば（ｆ２＝－５［Ｈｚ］）、
周波数が目標周波数である５０［Ｈｚ］の交流電力を得ることができる。なお、回転子２
ａの回転速度（すなわち、ガスエンジン３の回転速度）は、同期回転速度以外の任意の回
転速度を選択することができる。なお、同期回転速度は、電力系統４の周波数が目標周波
数である６０［Ｈｚ］であり、二次励磁誘導発電機２の磁極数が「６」である場合には、
１２００［ｒｐｍ］となる。
【００４１】
　このように、回転子２ａの回転速度（すなわち、ガスエンジン３の回転速度）が同一で
あっても、回転子２ａの二次巻線に供給する交流電流の周波数ｆ２（上記のように、当該
二次巻線から交流電流を取り出す場合には負の値となる。）を変えることで出力電力の周
波数ｆ１を変化させることができる。よって、例えば、目標周波数が５０［Ｈｚ］のエリ
アと６０［Ｈｚ］のエリアとで同一の仕様のガスエンジン３を用いることができるという
利点がある。また、ガスエンジン３の回転速度を電力負荷に応じて適切に選択することで
、ガスエンジン３の部分負荷効率の向上を図ったり、ガスエンジン３の回転速度を増加さ
せることで、発電システム１全体としての出力（定格出力）の増大を図ることができる。
【００４２】
２．制御装置の構成
　次に、制御装置１００の構成について、図２に基づいて詳細に説明する。ここで、図２
に示すように、二次励磁誘導発電機２の一次側に発生する有効電力及び無効電力を、それ
ぞれ、第一有効電力Ｐ１及び第一無効電力Ｑ１とする。また、二次励磁誘導発電機２の二
次側に供給される有効電力及び無効電力を、それぞれ、第二有効電力Ｐ２及び第二無効電
力Ｑ２とする。さらに、二次励磁誘導発電機２の一次側から第一電力変換機１１側に供給
される有効電力及び無効電力を、それぞれ、第三有効電力Ｐ３及び第三無効電力Ｑ３とす
る。そして、図２におけるこれらの電力の流れを示す矢印は、当該電力の値が正の場合の
流れ方向を示している。なお、本例では、無効電力の正負に関して、遅れ無効電力（遅れ
位相の無効電力）が正の場合を正とし、遅れ無効電力が負の場合を負としている。ここで
、「遅れ無効電力が正」とは、電流が電圧に対して位相が進んでいる場合を意味し、「遅
れ無効電力が負」とは、電流が電圧に対して位相が遅れている場合を意味する。なお、抵
抗成分が無視できる場合には、電流と電圧の位相差は９０度となる。
【００４３】
　図２に示すように、制御装置１００は、第一電力変換機１１の動作を制御する第一制御
部１０１と、第二電力変換機１２の動作を制御する第二制御部１０２と、第一スイッチ２
１、第二スイッチ２２、及び第三スイッチ２３の開閉状態を制御するスイッチ制御部１０
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４と、を備えている。これらの機能部は、互いに共通の或いはそれぞれ独立のＣＰＵ等の
演算処理装置を中核部材として、入力されたデータに対して種々の処理を行うための機能
部がハードウェア又はソフトウェア（プログラム）或いはその両方により実装されて構成
されている。また、これらの機能部は、デジタル転送バス等の通信線を介して互いに情報
の受け渡しを行うことができるように構成されている。ここで、これらの機能部がソフト
ウェア（プログラム）により構成される場合には、当該ソフトウェアは、演算処理装置が
参照可能なＲＡＭやＲＯＭ等の記憶手段に記憶される。本実施形態では、第一制御部１０
１及び第二制御部１０２が、本発明における「一次側電圧確立工程を行う一次側電圧確立
部」を構成している。
【００４４】
　制御装置１００は、第一制御部１０１及び第二制御部１０２を作動させて、電力系統４
から電力の供給を受けていない状態（第二スイッチ２２（図１参照）が開状態とされる状
態）で、蓄電装置５から供給される電力によりシステムを起動（自立起動）することが可
能に構成されている。以下、第二制御部１０２及び第一制御部１０１の構成について順に
説明する。
【００４５】
２－１．第二制御部の構成
　第二制御部１０２は、第二電力変換機１２の動作（具体的には、第二電力変換機１２が
備えるスイッチング素子のスイッチング動作）を制御する機能部である。第二制御部１０
２は、第二電力変換機１２の動作を制御し、第二電力変換機１２が発生した交流電力を回
転子２ａが備える二次巻線に供給することが可能に構成されている。すなわち、第二制御
部１０２は、第二電力変換機１２により回転子２ａの二次巻線を励磁する工程（以下、「
二次側励磁工程」という。）を実行する二次側励磁手段として機能する。
【００４６】
　本実施形態では、第二制御部１０２は、二次側励磁工程として、一次側電圧ｖ１に基づ
く電圧フィードバック制御を行う。そのため、発電システム１は、一次側電圧ｖ１を検出
する電圧センサ（図示せず）を備えている。そして、第二制御部１０２は、後述するよう
に、発電システム１の自立起動時に、この電圧フィードバック制御を実行する。
【００４７】
　具体的には、第二制御部１０２は、図２に示すような機能部を備えており、一次側電圧
ｖ１をフィードバック値とし、一次側電圧指令値Ｖ１＊を指令値として、電圧フィードバ
ック制御を実行する。なお、第二制御部１０２にて実行される電圧フィードバック制御処
理の流れについては、図２に示すブロック図より明らかであるため、ここでは、その流れ
について簡単に説明する。なお、以下の制御処理の説明においては、図２における各機能
部に記載された文字を鉤括弧（「」）で囲んだもので、当該文字に対応する機能部を表す
。本実施形態では、一次側電圧指令値Ｖ１＊が、本発明における「目標電圧値」に相当す
る。
【００４８】
　電圧センサにて検出された一次側電圧ｖ１は、「ＰＬＬ」に入力される。「ＰＬＬ」は
、ＰＬＬ（Phase Locked Loop）処理を行うことで一次側電圧ｖ１の角速度（角周波数）
ω０を検出し、その情報を「１／ｓ」に出力する。「１／ｓ」は、「ＰＬＬ」から送られ
てきた角速度を積分する積分処理を行い、三相二相変換の基準となる第一基準位相θ１を
導出する。
【００４９】
　電圧センサにて検出された一次側電圧ｖ１は、「ｄｑ←ａｂｃ」にも入力される。「ｄ
ｑ←ａｂｃ」では、第一基準位相θ１に基づき、一次側電圧ｖ１を、三相（ａ相、ｂ相、
ｃ相）の交流座標系（ａｂｃ座標系）から二相の回転座標系（ｄｑ座標系）に変換して、
一次側電圧ｖ１のｄ軸成分ｖ１ｄ及びｑ軸成分ｖ１ｑを導出する。なお、本例では、一次
側電圧ｖ１のｑ軸成分ｖ１ｑがゼロとなるように第一基準位相θ１が設定されている。
【００５０】
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　そして、「ｄｑ←ａｂｃ」にて求められた一次側電圧ｖ１のｄ軸成分ｖ１ｄ及びｑ軸成
分ｖ１ｑが「ｖ１ｄｑ＝√（ｖ１ｄ2＋ｖ１ｑ2）」に送られ、一次側電圧ｖ１の振幅値ｖ
１ｄｑが算出される。そして、この振幅値ｖ１ｄｑと、二次励磁誘導発電機２の出力電圧
の指令値（目標値）であるＶ１＊とが比較され、その差がゼロになるように「ＰＩ」にて
比例積分制御演算（ＰＩ制御演算）が行われる。なお、一次側電圧指令値Ｖ１＊は、必要
に応じて（巻線の結線方法等に応じて）係数が乗算された後、振幅値ｖ１ｄｑとの比較が
行われる。例えば、一次側電圧指令値Ｖ１＊が線間電圧の実効値で表される場合に、当該
係数を「√（２／３）」とすることができる。
【００５１】
　「ＰＩ」は、ＰＩ制御演算を行い、電圧指令値のｄ軸成分ｕｒｄ及びｑ軸成分ｕｒｑを
導出する。そして、電圧指令値のｄ軸成分ｕｒｄ及びｑ軸成分ｕｒｑは「ｄｑ→ａｂｃ」
に送られ、ｄｑ座標系からａｂｃ座標系への二相三相変換が実行される。なお、上記のよ
うに、本例では、一次側電圧ｖ１のｑ軸成分ｖ１ｑがゼロとなるように第一基準位相θ１
が設定されているため、電圧指令値のｑ軸成分ｕｒｑはゼロとなる。よって、本例では、
「ＰＩ」は電圧指令値のｄ軸成分ｕｒｄのみを求め、当該ｄ軸成分ｕｒｄが「ｄｑ→ａｂ
ｃ」に入力されるとともに、「ｄｑ→ａｂｃ」には電圧指令値のｑ軸成分ｕｒｑとして「
０」が入力される。
【００５２】
　また、一次側電圧ｖ１の角速度ω０と回転子２ａの角速度ωｒ（上記の回転周波数ｆ０
×２π）との差（ω０－ωｒ）に基づき「１／ｓ」が第二基準位相θ２を導出する。なお
、回転子２ａの角速度ωｒは、図示しない磁極位置センサ（レゾルバ等）により検出する
構成とすることができる。そして、「ｄｑ→ａｂｃ」は、この第二基準位相θ２に基づき
、電圧指令値のｄ軸成分ｕｒｄ及びｑ軸成分ｕｒｑに対して二相三相変換を実行し、実行
結果を「ＰＷＭ」に出力する。そして、「ＰＷＭ」は、「ｄｑ→ａｂｃ」から送られてき
た三相の電圧指令値に基づき、第二電力変換機１２が備えるスイッチング素子をスイッチ
ング制御するためのＰＷＭ信号（ゲート駆動信号）を生成する。
【００５３】
　以上が、第二制御部１０２が実行する電圧フィードバック制御の流れである。なお、詳
細な説明は省略するが、発電システム１の通常運転時において、第二制御部１０２を、二
次励磁誘導発電機２の一次側に発生する第一有効電力Ｐ１や第一無効電力Ｑ１をフィード
バック値としてフィードバック制御（電力フィードバック制御）を行うように構成するこ
とができる。このような構成では、抵抗成分が無視できる定常状態において、第一有効電
力Ｐ１を、二次励磁誘導発電機２の二次側を流れる電流である二次側電流ｉ２のｄ軸成分
（二次側ｄ軸電流）によって制御でき、第一無効電力Ｑ１を、二次側電流ｉ２のｑ軸成分
（二次側ｑ軸電流）によって制御できる。すなわち、第一有効電力Ｐ１及び第一無効電力
Ｑ１を互いに独立に制御することができる。
【００５４】
２－２．第一制御部の構成
　第一制御部１０１は、第一電力変換機１１の動作（具体的には、第一電力変換機１１が
備えるスイッチング素子のスイッチング動作）を制御する機能部である。第一制御部１０
１は、第一電力変換機１１の動作を制御し、第一電力変換機１１が発生した交流電力を、
固定子２ｂが備える一次巻線に供給することが可能に構成されている。すなわち、第一制
御部１０１は、第一電力変換機１１により固定子２ｂの一次巻線を励磁する工程（以下、
「一次側励磁工程」という。）を実行する一次側励磁手段として機能する。
【００５５】
　本実施形態では、第一制御部１０１は、一次側励磁工程として、第一電力変換機１１の
交流側に流れる電流（本例では、変圧器二次側電流ｉｇ）に基づく電流フィードバック制
御を行う。そのため、発電システム１は、変圧器二次側電流ｉｇを検出する電流センサ３
０を備えている。そして、第一制御部１０１は、後述するように、発電システム１の自立
起動時に、この電流フィードバック制御を実行する。
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【００５６】
　具体的には、第一制御部１０１は、図２に示すような機能部を備えており、変圧器二次
側電流ｉｇをフィードバック値とし、電流指令値Ｉｇ＊を指令値として、電流フィードバ
ック制御を実行する。なお、第一制御部１０１にて実行される電流フィードバック制御処
理の流れについては、図２に示すブロック図より明らかであるため、ここでは、その流れ
について簡単に説明する。なお、以下の制御処理の説明においては、上記第二制御部１０
２の説明と同様、図２における各機能部に記載された文字を鉤括弧で囲んだもので、当該
文字に対応する機能部を表す。
【００５７】
　電流センサ３０にて検出された変圧器二次側電流ｉｇは、「ｄｑ←ａｂｃ」に入力され
る。「ｄｑ←ａｂｃ」には、上記の第一基準位相θ１も入力される。そして、「ｄｑ←ａ
ｂｃ」は、当該第一基準位相θ１に基づき、変圧器二次側電流ｉｇに対して三相二相変換
を実行し、変圧器二次側電流ｉｇのｄ軸成分ｉｇｄ及びｑ軸成分ｉｇｑを導出する。
【００５８】
　そして、変圧器二次側電流ｉｇのｄ軸成分ｉｇｄと、電流指令値Ｉｇ＊のｄ軸成分Ｉｇ
ｄ＊とが比較され、その差がゼロになるように「ＰＩ」にてＰＩ制御演算が実行され、そ
の結果に対して制御性向上のための非干渉制御が実行される。具体的には、「ＰＩ」の出
力に（－１）を乗じたものとω０×Ｌｇ×ｉｇｑとの和を導出する。そして、この導出結
果に対して一次側電圧ｖ１のｄ軸成分ｖ１ｄを加算し、電圧指令値のｄ軸成分ｕｇｄが導
出される。ここで、Ｌｇは、変圧器６の正相リアクタンスを二次側換算して求めたインダ
クタンスである。
【００５９】
　同様に、変圧器二次側電流ｉｇのｑ軸成分ｉｇｑと、電流指令値Ｉｇ＊のｑ軸成分Ｉｇ
ｑ＊とが比較され、その差がゼロになるように「ＰＩ」にてＰＩ制御演算が実行され、そ
の結果に対して制御性向上のための非干渉制御が実行される。具体的には、「ＰＩ」の出
力に（－１）を乗じたものからω０×Ｌｇ×ｉｇｄを減算したものを導出する。そして、
この導出結果に対して一次側電圧ｖ１のｑ軸成分ｖ１ｑ（本例では「０」）を加算し、電
圧指令値のｑ軸成分ｕｇｑが導出される。
【００６０】
　「ａｂｃ←ｄｑ」は、第一基準位相θ１に基づき、電圧指令値のｄ軸成分ｕｇｄ及びｑ
軸成分ｕｇｑに対して二相三相変換を実行し、実行結果を「ＰＷＭ」に出力する。そして
、「ＰＷＭ」は、「ａｂｃ←ｄｑ」から送られてきた三相の電圧指令値に基づき、第一電
力変換機１１が備えるスイッチング素子をスイッチング制御するためのＰＷＭ信号（ゲー
ト駆動信号）を生成する。
【００６１】
　以上が、第一制御部１０１が実行する電流フィードバック制御の流れである。なお、後
述するように、発電システム１の自立起動時には、第一制御部１０１は、第三無効電力Ｑ
３を制御する。そして、本例では、上記のように、一次側電圧ｖ１のｑ軸成分ｖ１ｑはゼ
ロとなる。よって、第三無効電力Ｑ３は、変圧器二次側電流ｉｇのｑ軸成分ｉｇｑにより
制御することができる。この場合、電流指令値Ｉｇ＊は、少なくともそのｑ軸成分Ｉｇｑ
＊を有する。一方、第三有効電力Ｐ３は、変圧器二次側電流ｉｇのｄ軸成分ｉｇｄにより
制御することができるため、第三有効電力Ｐ３を積極的に制御する場合には、電流指令値
Ｉｇ＊は、ｄ軸成分Ｉｇｄ＊を有する。
【００６２】
　また、詳細な説明は省略するが、発電システム１の通常運転時において、第一制御部１
０１を、直流部１３の電圧Ｖｄｃをフィードバック値として、当該電圧Ｖｄｃが一定にな
るようにフィードバック制御を行うように構成することができる。
【００６３】
３．自立運転の制御
　自立運転とは、ガスエンジン３を目標回転速度（例えば定格回転速度）で駆動するとと
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もに、電力系統４からの電力の供給を受けることなく、蓄電装置５からの電力供給により
、負荷７に目標周波数（５０〔Ｈｚ〕又は６０〔Ｈｚ〕）の出力電力を供給するための運
転である。この自立運転については、自立運転制御部としての制御装置１００が行うよう
に構成されている。
　以下では、図３を参照して、本実施形態に係る制御装置１００において実行される発電
システム１の自立起動から電力負荷に接続するまでの制御（自立運転の制御）について説
明する。以下に説明する自立運転の制御は、制御装置１００の各機能部を構成するハード
ウェア又はソフトウェア（プログラム）或いはその両方により実行される。これらの各機
能部がプログラムにより構成される場合には、制御装置１００が有する演算処理装置が、
各機能部を構成するプログラムを実行するコンピュータとして動作する。
【００６４】
　なお、図３は、ガスエンジン３により回転子２ａが駆動されているとともに第三スイッ
チ２３が開状態とされる無負荷状態において、第一スイッチ２１が閉状態とされるととも
に第二スイッチ２２が開状態とされる状態から、発電システム１（二次励磁誘導発電機２
）を自立起動し、負荷７に電力を供給するまでの処理の流れを示している。なお、第二ス
イッチ２２が開状態ではなく閉状態とされているが、電力系統４から電力が供給できない
状態にある場合も、ここで説明する処理を同様に行うことができる。ガスエンジン３は、
例えばセルモータで起動された後に、電力負荷（回転子２ａを回転するのに必要なエネル
ギを除く）に接続されていない状態で所定回転速度（例えば、ガスエンジン３の効率が高
い回転速度、定格回転速度等）まで加速され、電力負荷に接続されていない無負荷状態で
は、当該所定回転速度で安定しているとする。また、発電システム１の自立起動時には、
蓄電装置５は直流部１３に電力を供給可能な状態とされ、自立起動のための電力を、必要
に応じて、回転子２ａが備える二次巻線や固定子２ｂが備える一次巻線に供給する。
【００６５】
３－１．自立起動（昇圧工程、一次側励磁工程）
　図３に示すように、制御装置１００は、第一電力変換機１１及び第二電力変換機１２の
内の第二電力変換機１２のみを第二制御部１０２により作動させ、昇圧工程を実行する（
ステップ＃１）。ここで、「昇圧工程」とは、二次側励磁工程により一次側電圧ｖ１を一
次側電圧指令値Ｖ１＊まで昇圧させる昇圧処理を行う工程である。すなわち、「昇圧工程
」の実行後に、一次側電圧ｖ１と一次側電圧指令値Ｖ１＊とが等しくなる。この昇圧工程
において、第二制御部１０２は、上述した電圧フィードバック制御を実行する。
【００６６】
　ここで、一次側電圧指令値Ｖ１＊は、上記のように、二次励磁誘導発電機２の出力電圧
（一次側電圧ｖ１）を定める電圧であり、線間電圧の実効値換算で、例えば、２００［Ｖ
］、３３００［Ｖ］、６６００［Ｖ］等に設定することができる。なお、一次側電圧指令
値Ｖ１＊は、設定値に向ってスロープ状に上昇させる構成とし（ソフトスタート）、一次
側電圧ｖ１の振幅をスロープ状に増加させるのが安定性の観点から好適である。例えば、
線間電圧の実効値換算で、４００［Ｖ／ｓｅｃ］の割合で一次側電圧指令値Ｖ１＊を設定
値まで上昇させることができる。
【００６７】
　なお、一次側電圧ｖ１を相電圧（例えばａ相の相電圧）で表した場合の振幅の最大値（
ピーク値）をｖ１ａｍ（単位［Ｖ］）とし、一次側電圧指令値Ｖ１＊が線間電圧の実効値
（単位［Ｖ］）であるとすると、本実施形態では、ｖ１ａｍ＝Ｖ１＊×√（２／３）とな
った状態が、一次側電圧ｖ１と一次側電圧指令値Ｖ１＊とが等しくなった状態である。こ
のように、「一次側電圧ｖ１が一次側電圧指令値Ｖ１＊まで昇圧した状態」及び「一次側
電圧ｖ１と一次側電圧指令値Ｖ１＊とが等しい状態」、並びにこれらと同義の文言は、必
要に応じて（巻線の結線方法等に応じて）係数を乗じるなどした後に、ｖ１の値とＶ１＊
の値とが互いに等しくなった状態を意味する。
【００６８】
　第二制御部１０２による昇圧工程の実行後、すなわち、一次側電圧ｖ１が一次側電圧指
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令値Ｖ１＊まで昇圧された後、制御装置１００の第一制御部１０１は、第一電力変換機１
１を作動させ、一次側励磁工程を実行する（ステップ＃２）。なお、第一制御部１０１は
、一次側励磁工程として、上述した電流フィードバック制御を実行する。具体的には、第
一制御部１０１は、第一電力変換機１１を、第一電力変換機１１が無効電力（本例では、
正の遅れ無効電力）を発生するように制御する。この場合、第三無効電力Ｑ３は負の値と
なり、第三スイッチ２３が開状態とされているため、第一無効電力Ｑ１も負の値（第三無
効電力Ｑ３とほぼ等しい値）となる。これにより、第一電力変換機１１から二次励磁誘導
発電機２の固定子２ｂが備える一次巻線に、正の遅れ無効電力が供給される。すなわち、
第一制御部１０１は、一次側励磁工程として、第一電力変換機１１から一次巻線に無効電
力（本例では、正の遅れ無効電力）を供給する制御を行う。
【００６９】
　第一制御部１０１は、一次側励磁工程を行うに際し、所望の遅れ無効電力（第三無効電
力Ｑ３）の大きさに応じた電流指令値Ｉｇ＊を設定する。なお、上記のように、本例では
、第三無効電力Ｑ３は、変圧器二次側電流ｉｇのｑ軸成分ｉｇｑにより制御することがで
きる。よって、第一制御部１０１は、電流指令値Ｉｇ＊として、少なくともｑ軸成分Ｉｇ
ｑ＊がゼロ以外の値を持つものを設定する。なお、第一電力変換機１１に、正の遅れ無効
電力とともに有効電力も積極的に発生させる場合には、電流指令値Ｉｇ＊として、ｄ軸成
分Ｉｇｄ＊もゼロ以外の値を持つものを設定する。
【００７０】
　なお、電流指令値Ｉｇ＊は、設定値に向ってスロープ状に上昇させる構成とし（ソフト
スタート）、変圧器二次側電流ｉｇの振幅をスロープ状に増加させるのが、安定性の観点
から好適である。例えば、電流指令値Ｉｇ＊が、変圧器二次側電流ｉｇのある相（例えば
ａ相）の線電流ｉｇａの振幅の最大値（単位［Ｖ］）に、√（３／２）を乗じたものであ
る場合に、電流指令値Ｉｇ＊を、６［Ｖ／ｓｅｃ］の割合で設定値まで上昇させることが
できる。
【００７１】
　なお、第二制御部１０２は、一次側電圧ｖ１が一次側電圧指令値Ｖ１＊まで昇圧された
後も二次側励磁工程を実行し、一次側電圧ｖ１を一次側電圧指令値Ｖ１＊に維持するよう
に第二電力変換機１２を制御する。すなわち、ステップ＃２においては、第一制御部１０
１が電流フィードバック制御を実行しているとともに、第二制御部１０２が電圧フィード
バック制御を実行している。そして、この状態では、二次励磁誘導発電機２が必要とする
電力の一部が第一電力変換機１１から無効電力として供給されるため、一次側電圧ｖ１を
一次側電圧指令値Ｖ１＊に維持するために二次巻線に供給する必要がある電力（少なくと
も第二無効電力Ｑ２）は、昇圧工程（ステップ＃１）の完了時よりも少なくなる。よって
、第一電力変換機１１から一次巻線に供給される正の遅れ無効電力の増加に合わせて、第
二電力変換機１２が発生する電力（第二電力変換機１２から二次巻線に供給される電力）
が減少するように、第二制御部１０２が第二電力変換機１２を制御する。このような構成
とすることで、第二電力変換機１２から二次巻線に供給される電力が過大になるのを抑制
することが可能となっている。
【００７２】
　なお、本例では、第一電力変換機１１から一次巻線に供給される正の遅れ無効電力の増
加に合わせて第二電力変換機１２から二次巻線に供給される電力を減少させるに際し、二
次巻線に流れる電流（二次側電流ｉ２）を減少させるように構成されている。なお、二次
側電流ｉ２の減少とともに、二次励磁誘導発電機２の二次側に誘起される電圧である二次
側電圧ｖ２も減少させる構成とすることもできる。
【００７３】
　一次側励磁工程（ステップ＃２）の実行後においては、一次側電圧ｖ１が一次側電圧指
令値Ｖ１＊とされているとともに、二次励磁誘導発電機２の一次巻線に供給される無効電
力や、二次励磁誘導発電機２の二次巻線に供給される電力が、所望の値となっている。こ
の状態が、負荷７との接続が可能になった一次側電圧確立状態である。
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【００７４】
　以上のように、制御装置１００（第一制御部１０１及び第二制御部１０２）は、無負荷
状態で、一次側励磁工程と二次側励磁工程との双方を実行して、言い換えれば、第一電力
変換機１１及び第二電力変換機１２の双方を作動させて、二次励磁誘導発電機２の一次側
に発生する一次側電圧ｖ１を一次側電圧指令値Ｖ１＊とする一次側電圧確立工程（一次側
電圧確立処理）を実行する。そして、本例では、上記のように、昇圧工程の後、一次側電
圧ｖ１を一次側電圧指令値Ｖ１＊に維持した状態で、第一電力変換機１１から一次巻線に
供給される正の遅れ無効電力を増加させるとともに、第二電力変換機１２から二次巻線に
供給される電力を減少させるように構成されている。すなわち、本例では、一次側電圧確
立工程は、昇圧工程を実行した後に一次側励磁工程を開始する、遅延型一次側電圧確立工
程（遅延型一次側電圧確立処理）とされている。
【００７５】
３－２．待機運転及び電力負荷への接続（待機運転工程、負荷接続工程）
　制御装置１００は、遅延型一次側電圧確立工程（ステップ＃１及びステップ＃２）の実
行によって一次側電圧ｖ１が確立され、自立運転状態になると、第三スイッチ２３が開状
態で負荷７に接続されていない無負荷状態で、ガスエンジン３を目標回転速度よりも速い
無負荷時回転速度で駆動するとともに、二次励磁誘導発電機２の一次巻線の出力電力を目
標周波数の出力電力に制御する待機運転工程を実行する（ステップ＃３）。制御装置１０
０には、ガスエンジン３の回転速度を制御する回転速度制御部１０３を備えており、その
回転速度制御部１０３、第一制御部１０１、及び、第二制御部１０２を備えた制御装置１
００により、待機運転工程を実行するように構成されている。
【００７６】
　そして、待機運転工程（ステップ＃３）の実行後、第三スイッチ２３を閉状態として
一次巻線を負荷７に接続する負荷接続工程を実行する（ステップ＃４）。上述の如く、制
御装置１００には、第三スイッチ２３の開閉状態を制御するスイッチ制御部１０４を備え
ており、そのスイッチ制御部１０４、第一制御部１０１、及び、第二制御部１０２を備え
た制御装置１００により、負荷接続工程を実行するように構成されている。これにより、
二次励磁誘導発電機２で発電した電力が、電力を必要とする負荷７に供給される。このよ
うな自立運転が実行可能となることで、電力系統４から切り離された状態でも、発電シス
テム１から重要負荷（負荷７）に給電することが可能となり、停電時の非常用電源として
の役割を担うことが可能となる。
【００７７】
　以下、図４及び図５により、待機運転工程（ステップ＃３）における制御及び当該制御
による効果を説明する。
【００７８】
　図４は、発電システム１におけるガスエンジン３の回転速度の制御を示すグラフ図であ
る。図４では、発電システム１におけるガスエンジン３の回転速度の制御の様子を実線で
、従来技術の同期発電機を発電機として用いた場合の制御の様子を破線で示している。図
４のガスエンジン３の目標回転速度は１２００［ｒｐｍ］であるところ、本実施形態に係
る発電システム１では、自立運転状態かつ無負荷状態の待機運転工程である図４（Ａ）の
範囲では、ガスエンジン３を目標回転速度１２００［ｒｐｍ］より高い１５００［ｒｐｍ
］（無負荷時回転速度）で運転する。
【００７９】
　そして、図４（Ｂ）において、第三スイッチ２３を閉状態とし、発電システム１を定格
負荷の３０％の負荷７に接続している。図４（Ｃ）に見られるように、負荷７への接続に
より、本実施形態においてもガスエンジン３の回転速度は低下するが（実線）、エンジン
回転速度の時間当たりの低下は従来技術（破線）に比べて緩やかである。
【００８０】
　ガスエンジン３の回転速度を図４のように制御した場合の発電システム１の出力電力の
周波数ｆ１の変化を、図５に示す。図５（Ａ）（Ｂ）（Ｃ）は夫々、図４（Ａ）（Ｂ）（
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Ｃ）のタイミングに対応している。
【００８１】
　図５において、負荷７への接続以前の（Ａ）の範囲では、図４（Ａ）に示したように、
ガスエンジン３を目標回転速度１２００［ｒｐｍ］より高い無負荷時回転速度１５００［
ｒｐｍ］で駆動している。この図５（Ａ）の範囲では、制御装置１００により二次励磁誘
導発電機２を制御することで、発電システム１の出力電力の周波数ｆ１を目標周波数の６
０［Ｈｚ］に安定させている。すなわち、回転子２ａの回転周波数ｆ０に基づいて回転子
２ａの二次巻線を励磁するために当該二次巻線に供給される交流電流の周波数ｆ２を制御
装置１００により制御することで、出力電力の周波数ｆ１を目標周波数の６０［Ｈｚ］に
安定させている。
【００８２】
　図５（Ｂ）で負荷７に接続されると、従来技術（破線）と同様に、本実施形態（実線）
においても、発電システム１の出力電力の周波数ｆ１は一旦低下する（図５（Ｃ））。し
かし、本実施形態（実線）における出力電力の周波数ｆ１の低下は、従来技術（破線）に
比べて小さい。すなわち、図４（Ｃ）に見られるように、負荷７への接続直後は、ガスエ
ンジン３の回転速度の変化が大きいため、本実施形態においても出力電力の周波数ｆ１は
わずかに低下するが、本実施形態において、その後のガスエンジン３の回転速度の変化は
従来技術に比べて緩やかであるため、電力負荷接続時の出力電力の周波数ｆ１の変動を抑
えることができ、図５（Ｃ）のように、目標周波数である６０［Ｈｚ］で一定に制御する
ことができる。
【００８３】
　このように、本発明に係る発電システムの制御方法及び制御装置によれば、従来の制御
方法及び制御装置を用いた場合に比べて電力負荷接続時の出力電力の周波数の低下を抑え
ることができるため、より大きい電力負荷に接続することが可能となる。
【００８４】
　なお、図４（Ｃ）では、負荷７への接続後に、目標回転速度１２００［ｒｐｍ］とは異
なる、目標回転速度の近傍の回転速度１２５０［ｒｐｍ］になるようにガスエンジン３の
回転速度を制御しているが、これは、第二電力変換機１２により二次巻線に供給する周波
数の制御を常時行いながら、負荷７に目標周波数の電力を供給する例を示した一例にすぎ
ない。従って、エンジン回転速度は必ずしも上記のように制御する必要はなく、負荷７へ
の接続後は上記の周波数制御を行わず、エンジン回転速度を目標回転速度１２００［ｒｐ
ｍ］とする構成としてもよい。
【００８５】
３－３．待機運転工程における好適な無負荷時回転速度の設定
　図６を用いて、待機運転工程における好適な無負荷時回転速度の設定について説明する
。図６は、電力負荷接続時の発電システム１の出力電力の周波数ｆ１の低下を５％以内に
収めることを目標とした場合の、好適なガスエンジン３の無負荷時回転速度を示すグラフ
図である。なお、図６に係る発電システム１において、ガスエンジン３の最大回転速度は
１５００［ｒｐｍ］である。
【００８６】
　電力負荷にて消費する全電力に対して一次巻線に接続する負荷７の接続負荷電力の割合
である負荷率が３０％以下の図６（ｉ）の範囲では、負荷率が０％の場合の回転速度１２
５０［ｒｐｍ］に始まり、負荷率が３０％の場合の回転速度１５００［ｒｐｍ］までの間
では、ガスエンジン３の最大回転速度である１５００［ｒｐｍ］以下の回転速度で、電力
負荷接続時の発電システム１の出力電力の周波数ｆ１の低下を、目標の範囲である５％以
内に収めることができる。従って、図６（ｉ）の範囲では、無負荷時回転速度は、負荷率
（接続される負荷７の大きさ）の増加に応じて速くなる、負荷に接続した場合の出力電力
の周波数ｆ１の低下を目標の範囲である５％以内に収めることが可能な回転速度に設定す
るのが好適である。
【００８７】
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　一方、負荷率が定格負荷の３０％～６０％である図６（ｉｉｉ）の範囲では、電力負荷
接続時の発電システム１の出力電力の周波数ｆ１の低下を５％以内に抑えるためには、ガ
スエンジン３を最大回転速度１５００［ｒｐｍ］を超える回転速度で駆動することが必要
となる。しかし、機械的な制約上、ガスエンジン３を、最大回転速度１５００［ｒｐｍ］
を超える回転速度で駆動することはできない。従って、図６（ｉｉｉ）の範囲では、電力
負荷接続時の発電システム１の出力電力の周波数ｆ１の低下をできる限り抑えるためには
、無負荷時回転速度をガスエンジン３の最大回転速度である１５００［ｒｐｍ］に設定す
るのが好適である。
【００８８】
　以上のように、発電システム１の大型化を極力抑えつつ、電力負荷接続時の発電システ
ム１の出力電力の周波数ｆ１の低下をできる限り目標の範囲に抑えるためには、無負荷時
回転速度は、接続する負荷７の大きさ（負荷率）に応じて、負荷７に接続した場合の出力
電力の周波数ｆ１の低下を目標の範囲に収めることが可能な回転速度以上かつ前記最大回
転速度以下の回転速度、又は、ガスエンジン３の最大回転速度、のいずれかに設定するの
が好適である。
【００８９】
　また、上記のように、無負荷時回転速度を負荷率に応じて設定することで、発電システ
ムの大型化を極力抑えつつ、電力負荷接続時の出力電力の周波数の低下をできる限り目標
の範囲に抑えることができる、好適な無負荷時回転速度を設定することができる。
【００９０】
　なお、負荷率の増加に応じて無負荷時回転速度を速く設定することが好適な図６（ｉ）
の負荷率の範囲と、負荷率の増加によらず無負荷時回転速度を一定の値（最大回転速度）
に設定することが好適な図６（ｉｉｉ）の負荷率の範囲との境界となる図６（ｉｉ）の負
荷率を、無負荷時回転速度の設定方法を切り替える基準値である設定負荷率として設定す
ることで、制御装置１００は、好適な無負荷時回転速度の設定を行うことができる。
【００９１】
　なお、図６（ｉｖ）は、発電システム１に接続できる電力負荷の限界を示す負荷率であ
る。接続される電力負荷にとって、供給される電力の周波数ｆ１が大きく変動することは
好ましくない。従って、発電システム１に接続できる負荷７の上限は、当該負荷７を接続
した場合の発電システム１の出力電力の周波数ｆ１の低下度合いにより、許容限界が設定
される。
　図６において、機械的な制約により回転速度が制限される図６（ｉｉｉ）の範囲では、
電力負荷接続時の発電システム１の出力電力の周波数ｆ１は、負荷率の増加に伴って、目
標の範囲（５％）を超えて低下する。
　そして、負荷率が６０％となる図６（ｉｖ）において、電力負荷接続時の発電システム
１の出力電力の周波数ｆ１の低下は、許容限界である１５％に達する。このため、発電シ
ステム１では、負荷率が６０％を超える電力負荷の接続は認めない。従って、図６（ｉｖ
）を超える範囲では、回転速度は記されておらず（図６（ｖ））、境界となる図６（ｉｖ
）が、発電システム１に接続できる電力負荷の限界を示す負荷率となる。
【００９２】
４．その他の実施形態
　最後に、本発明に係るその他の実施形態を説明する。なお、以下の各々の実施形態で開
示される特徴は、その実施形態でのみ利用できるものではなく、矛盾が生じない限り、別
の実施形態にも適用可能である。
【００９３】
（１）上記の実施形態では、好適な自立運転時の無負荷時回転速度の設定として、図６で
は、電力負荷接続時の発電システム１の出力電力の周波数ｆ１の低下を５％に収めること
を目標とした場合を例として説明した。しかし、本発明の実施形態はこれに限定されるも
のでなく、接続される負荷７の性質に応じて、出力電力の周波数ｆ１の低下の目標の範囲
を、例えば３％や１０％とすることもできる。また、図６では、接続できる電力負荷の限



(19) JP 5584592 B2 2014.9.3

10

20

30

40

50

界として、出力電力の周波数が１５％低下する電力負荷を、接続できる電力負荷の限界と
する場合を例として説明した。しかし、本発明の実施形態はこれに限定されるものでなく
、接続される負荷７の性質に応じて、接続できる電力負荷の限界を、例えば出力電力の周
波数が１０％や２０％低下する電力負荷とすることもできる。
【００９４】
（２）上記の実施形態では、一次側電圧確立工程が、遅延型一次側電圧確立工程である構
成を例として説明した。しかし、本発明の実施形態はこれに限定されるものではなく、二
次側励磁工程による昇圧工程が終了する前に、一次側励磁工程を開始する構成とすること
も、本発明の好適な実施形態の一つである。すなわち、一次側励磁工程と二次側励磁工程
とを同時に並行して実行しながら、一次側電圧ｖ１を一次側電圧指令値Ｖ１＊まで昇圧さ
せ、一次側電圧ｖ１の確立を行う構成とすることができる。この場合において、一次側励
磁工程と二次側励磁工程とを同時或いはほぼ同時に開始する構成とすることができる。こ
のように一次側励磁工程と二次側励磁工程とを並行して実行して一次側電圧ｖ１を一次側
電圧指令値Ｖ１＊まで昇圧させる構成では、上記実施形態に比べ、二次側電流ｉ２の最大
値をより低く抑えたり、二次側電流ｉ２が過大な状態とされる時間をより短く抑えたりす
ることが可能となる。
【００９５】
（３）上記の実施形態では、一次側励磁工程では、変圧器二次側電流ｉｇに基づき電流フ
ィードバック制御を実行する構成を例として説明した。しかし、本発明の実施形態はこれ
に限定されるものではなく、一次側励磁工程で、変圧器６の一次側の電流や図２における
電流センサ３０よりも固定子２ｂ側における電流に基づき電流フィードバック制御を実行
する構成とすることもできる。
【００９６】
（４）上記の実施形態では、第一制御部１０１による電流フィードバック制御、及び第二
制御部１０２による電圧フィードバック制御の双方が、比例積分制御演算（ＰＩ制御演算
）に基づくものである構成を例として説明した。しかし、本発明の実施形態はこれに限定
されるものではなく、比例積分制御演算に代えて比例積分微分制御演算（ＰＩＤ制御演算
）を実行する構成とすることもできる。
【００９７】
（５）上記の実施形態では、一次側励磁工程では、第一電力変換機１１の交流側に流れる
電流（変圧器二次側電流ｉｇ）に基づき電流フィードバック制御を行い、二次側励磁工程
では、一次側電圧ｖ１に基づき電圧フィードバック制御を行う構成を例として説明した。
しかし、本発明の実施形態はこれに限定されるものではなく、一次側励磁工程及び二次側
励磁工程の少なくとも何れかを、フィードバック制御以外の制御方法（例えば、フィード
フォワード制御等）にて巻線の励磁を行う工程とすることも可能である。
【００９８】
（６）上記の実施形態では、一次側電圧確立工程において、第二電力変換機１２から二次
巻線に供給される電力を減少させるに際し、二次巻線に流れる電流（二次側電流ｉ２）を
減少させる構成を例として説明した。しかし、本発明の実施形態はこれに限定されるもの
ではなく、二次巻線に流れる電流（二次側電流ｉ２）を減少させずに二次側電圧ｖ２のみ
を減少させる構成とすることも可能である。
【００９９】
（７）上記の実施形態では、第一制御部１０１が第一電力変換機１１の制御に用いる基準
位相が、第二制御部１０２が導出する第一基準位相θ１とされる構成を例として説明した
。しかし、本発明の実施形態はこれに限定されるものではなく、第一制御部１０１がＰＬ
Ｌ機能部を備え、第一電力変換機１１の制御に用いる基準位相を、例えば、変圧器６の二
次側の電圧に基づきＰＬＬ処理で求める構成とすることができる。この場合、第一制御部
１０１は、変圧器二次側電圧を基準としたｄｑ座標系で制御を行う構成となる。
【０１００】
（８）上記の実施形態では、一次側励磁工程において、第一電力変換機１１に正の遅れ無
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を例として説明した。しかし、本発明の実施形態はこれに限定されるものではなく、二次
励磁誘導発電機２や発電システム１全体の構成によっては、一次側励磁工程において、第
一電力変換機１１に負の遅れ無効電力を発生させ、第一電力変換機１１から一次巻線に負
の遅れ無効電力を供給する構成とすることも可能である。
【０１０１】
（９）その他の構成に関しても、本明細書において開示された実施形態は全ての点で例示
であって、本発明の実施形態はこれに限定されない。すなわち、本願の特許請求の範囲に
記載された構成及びこれと均等な構成を備えている限り、特許請求の範囲に記載されてい
ない構成の一部を適宜改変した構成も、当然に本発明の技術的範囲に属する。
【符号の説明】
【０１０２】
１　　　発電システム
２　　　二次励磁誘導発電機
２ａ　　回転子
２ｂ　　固定子
３　　　ガスエンジン
４　　　電力系統
５　　　蓄電装置
７　　　電力負荷
１１　　第一電力変換機
１２　　第二電力変換機
１３　　直流部
２３　　第三スイッチ（切替スイッチ）
１００　制御装置
ｆ１　　出力電力の周波数
ｖ１　　一次側電圧
ｖ２　　二次側電圧
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